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１．国の公物管理等

番
号

府省名 実施機関名 　　　　　　　　　　　対象事業名※基本方針（別表）の記載と一致 平成24年度の受注事業者
24年度事業
規模（億円）

1 文部科学省 文部科学省 科学技術イノベーション創出基盤に関する課題の調査分析業務 （独）科学技術振興機構 3.7

2 文部科学省 文部科学省 研究プロジェクトの実施に係る調査・分析業務（一般会計） （独）科学技術振興機構 0.6

3 文部科学省 文部科学省 研究プロジェクトの実施に係る調査・分析業務（エネルギー対策特別会計） （独）科学技術振興機構 1.9

4 文部科学省 文部科学省 研究振興事業に関する課題の調査分析業務 （独）科学技術振興機構 4.9

5 文部科学省 文部科学省 放射線利用技術等国際交流（講師育成）業務 （独）日本原子力研究開発機構 1.1

6

7

8 厚生労働省 厚生労働省 日雇労働者等技能講習事業 ６法人（多数のため記載省略） 4.9

9 厚生労働省 厚生労働省 若年者地域連携事業 ７法人（多数のため記載省略） 2.5

10 厚生労働省 厚生労働省 日系人就労準備研修事業 （一財）日本国際協力センター 5.4

11 厚生労働省 厚生労働省 要介護認定適正化事業 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株） 1.2

12 経済産業省 経済産業省 放射性廃棄物海外総合情報調査 （公財）原子力環境整備促進・資金管理センター 1.7

13 経済産業省 経済産業省 特許等取得活用支援事業 10法人（多数のため記載省略） 3.9

14 国土交通省 国土交通省 東京国際空港海上制限区域警備業務 （株）ライジングサンセキュリティーサービス 4.6

15 原子力規制庁 原子力規制庁 原子力艦寄港地放射能影響予測システム調査 （公財）原子力安全技術センター 0.3

16 原子力規制庁 原子力規制庁 海洋環境における放射能調査及び総合評価 （公財）海洋生物環境研究所 8.7

１６事業 76.4

２．国、独法の行政情報ネットワークシステム関連業務

番
号

府省名 実施機関名 対象事業名※ 平成24年度の受注事業者
24年度事業
規模（億円）

1 警察庁 警察庁 警察総合捜査情報システム業務プログラム開発業務 日本電気（株） 1.8

2 警察庁 警察庁
事前旅客情報照合業務及び外国人個人識別情報認証業務用プログラム開発業
務

日本電気（株） 0.7

3 警察庁 警察庁 行政情報管理システム業務プログラムⅠ開発業務 日本電気（株） 0.6

4 警察庁 警察庁 行政情報管理システム業務プログラムⅡ開発業務 日本電気（株） 0.5

5 総務省 （独）統計センター 政府統計共同利用システムの運用・保守業務
沖電気工業（株）（～H24.12)、
日立製作所株式会社（H24.9～H25.3）
※新システムの切替えに伴う重複期間あり

2.0

５事業 5.6

３．独立行政法人の実施している業務

番
号

府省名 実施機関名 対象事業名※ 平成24年度の受注事業者
24年度事業
規模（億円）

1 文部科学省 （独）教員研修センター （独）教員研修センターの施設管理・運営業務 国際ビルサービス（株） 0.8

2 文部科学省 （独）宇宙航空研究開発機構 （独）宇宙航空研究開発機構システム技術支援業務等 有人宇宙システム（株） 1.8

3 文部科学省 （独）宇宙航空研究開発機構 （独）宇宙航空研究開発機構の文書管理運用支援業務 日本レコードマネジメント（株） 1.7

３事業 4.3

４．国の施設管理業務

番
号

府省名 実施機関名 対象事業名※ 平成24年度の受注事業者
24年度事業
規模（億円）

1 厚生労働省 厚生労働省 戸山庁舎総合管理業務 東京ビジネスサービス（株） 1.4

2 原子力規制庁 原子力規制庁 原子力防災オフサイトセンター運営支援業務 22法人（多数のため記載省略） 19.1

２事業 20.5

２６事業

（注）端数処理（四捨五入）の関係で、合計金額は一致しない。

総合計 １０６．６億円

文部科学省 文部科学省 全国学力・学習状況調査の実施業務 （株）ベネッセコーポレーション、（株）内田洋行 31.0

今回の基本方針で追加された対象事業一覧
（赤字は公開ヒアリング通知発出（平成25年12月20日）後に選定された事業）
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小計

小計


